
公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団契約事務取扱規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団(以下「財団」という。)が締

結する売買、賃貸借、請負その他の契約に関する事務の取扱いに関し必要な事項を定め、

契約事務の適正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 財団が締結する契約に関する事務の取扱いについては、別に定めるもののほか、こ

の規程の定めるところによる。 

 

（契約の方法） 

第３条 財団の締結する契約は、一般競争入札、企画競争入札、随意契約の方法によるもの

とする。 

 

（一般競争入札） 

第４条 財団が契約をする場合は、当該契約に関する公告をし、一定の資格を有する入札参

加者を募り、入札による方法で競争を行い、最も有利な条件を提示した者との間で契約を

締結するものとする。 

２ 一般競争入札の公告その他手続きについては、国立大学法人京都大学契約事務取扱規

則（平成１６年４月１日制定）及び国立大学法人京都大学契約事務取扱要領（平成１６年

４月１日制定）に準じ、業務執行理事が定める。 

 

（競争に参加させることができない者） 

第５条 前条の一般競争には、下記の者を参加させることができない。 

（１）未成年者、被保佐人、被補助人及び成年被後見人(契約締結に必要な後見人又は保

佐人等の同意を得ている者を除く。) 

（２）破産者で復権を得ない者 

 

（不正行為等の報告） 

第６条 経理責任者は、競争に参加する者又は契約の相手方が次の各号の一に該当した場

合は、業務執行理事に報告するものとする。 

（１）財団における一般競争契約、企画競争契約又は随意契約において、入札前又は契約

前の調査資料に虚偽の記載をし、契約の相手方として不適当であると認められると

き。 

（２）財団における契約の履行に当たり、過失により履行を粗雑にしたと認められるとき。



（瑕疵が軽微であると認められるときを除く。） 

（３）財団における契約の履行に当たり、安全管理の措置が不適切であったため、履行関

係者若しくは公衆に死亡者若しくは負傷者を生じさせ、又は損害（軽微なものを除

く。）を与えたと認められるとき。 

（４）贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。 

（５）業者である個人、業者の役員又はその使用人が、刑法(明治４０年法律第４５号)第

９６条の３に定める談合又は競売入札妨害の容疑により逮捕され、又は逮捕を経な

いで公訴を提起されたとき。 

（６）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和２２年法律第５４号)第３

条又は第８条第１号に違反し、契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

（７）財団における工事契約に関し、建設業法(昭和２４年法律第１００号)の定めに違反

し、工事契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

（８）財団における契約に当たり、契約に違反し、契約の相手方として不適当であると認

められるとき。 

（９）落札したものの契約を締結しなかったとき。 

（１０）財団に対し、納品等の事実を偽り又は架空請求を行ったとき。 

（１１）給付の完了に関する通知書及び請求書への日付記載が不適切なとき。 

（１２）前各号に掲げる場合のほか、不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不

適当であると認められるとき。 

（１３）前各号の一に該当する事実があった後、競争に参加させない期間を経過しない者

を、契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

（１４）第１号から第１２号に該当する者を入札代理人として使用したとき。 

 

（取引停止の措置） 

第７条 業務執行理事は、前条各号の一に該当すると認められる者及び他の公共機関等に

おいて取引停止の措置を受けた者で財団においても取引停止の措置を講じる必要がある

と認められる者について、必要に応じて、期間を定め取引停止（一般競争契約における競

争参加の停止、企画競争契約における指名停止並びに随意契約における見積り合わせ参

加及び業者選定の停止をいう。以下同じ。）の措置を講じるものとする。これを代理人、

支配人、その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。 

２ 前項に定める取引停止の取扱いについては、業務執行理事が定めるものとする。 

 

（企画競争入札） 

第８条 財団は、次に掲げる場合は、あらかじめ入札参加資格者名簿に資格者として登録さ

れた者の中から当該入札に参加する者を指名により特定し、これらの者による入札の方

法で競争を行い（以下「企画競争入札」という。）、最も有利な条件を提示した者との間



で契約を締結することができる。 

（１）契約の性質又は目的が一般競争入札に適しないものをするとき。 

（２）契約の性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要

がないと認められる程度に少数である契約をするとき。 

（３）一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 

２ 企画競争入札において競争に参加する者を指名する場合の基準は、国立大学法人京都

大学の契約に係る競争参加者資格審査等事務取扱要領（平成１６年４月１日制定）第５０

条に準じて、業務執行理事が定めるものとする。 

３ 企画競争入札においては、競争に参加する者を３人以上指名しなければならない。 

 

（随意契約） 

第９条 財団は、次に掲げる場合は、任意に契約に適する者を選定し契約をすること（以下

「随意契約」という。）ができる。 

（１）契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付すること

ができない場合及び競争に付することが不利になると認められるとき。 

（２）国、地方公共団体その他の公益法人と契約するとき。 

（３）外国で契約するとき。 

（４）競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札に付しても落札者がないと

き。 

（５）落札者が契約を結ばないとき。 

（６）時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあると

き。 

（７）予定価格が 10,000,000 円未満のもの。 

（８）その他業務執行理事が随意契約とする特別の事由があると認めるとき。 

２ 前項第４号の定めに該当することにより随意契約によろうとする場合は、契約保証金

及び履行期限を除くほか、最初の競争に付するときに定めた予定価格その他の条件を変

更することができない。 

３ 第１項第５号の定めに該当することにより随意契約によろうとする場合は、落札金額

の制限内に限るものとし、履行期限を除くほか、最初の競争に付するときに定めた予定価

格その他の条件を変更することができない。 

４ 第１項第７号の定めに該当することにより随意契約によろうとする場合で、予定価格

が 500 万円以上の契約(工事を除く。)については、公募型見積り合わせを実施するものと

し、その取扱いは別に定めるものとする。 

 

（分割契約） 

第１０条 経理責任者は、前条第１項第４号又は第５号に該当することにより随意契約に



よろうとする場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができる

場合に限り、当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約をすることができる。 

 

（職員が契約できる範囲） 

第１１条 経理責任者及び経理責任者から予算の配分を受けた者(以下「予算責任者等」と

いう。)が契約できる少額な契約は、１品 500,000 円未満で総額 5,000,000 円未満となる

物品購入契約、1 件 500,000 円未満の請負契約(工事を除く。)及び総額 500,000 円未満の

賃貸借契約とする。 

２ 予算責任者等は、この規程及び財団が定める関係規程を遵守するものとする。 

 

（見積書の徴取） 

第１２条 経理責任者は、物品購入契約にあっては予定価格が5,000,000円(単価1,000,000

円)、その他の契約にあっては予定価格が 5,000,000 円以上の随意契約をするときは、な

るべく２人以上の者から見積書を徴さなければならない。ただし、別に定める場合は、見

積書の徴取を省略することができる。 

２ 前項の定めにかかわらず、補助金等及び受託研究等にて別の定めがある場合には、それ

に従うものとする。 

 

（契約書の作成） 

第１３条 競争により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方を決定したときは、契

約の目的、契約金額、履行期限及び契約保証金に関する事項のほか、次の各号に掲げる事

項を契約書に記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事

項については、この限りでない。 

（１）契約履行の場所 

（２）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（３）監督及び検査 

（４）履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

（５）危険負担 

（６）かし担保責任 

（７）契約に関する紛争の解決方法 

（８）その他必要な事項 

 

（契約書の省略） 

第１４条 経理責任者は、次の各号に掲げる場合は、契約書の作成を省略することができる。 

（１）契約金額が 5,000,000 円未満の契約をするとき。 

（２）その他契約書の作成をする必要がないと認めるとき。 



２ 前項の定めにより契約書の作成を省略する場合においては、経理責任者は、必要に応じ

て契約の事実を明らかにする書類を提出させるものとする。 

 

（検収担当者） 

第１５条 経理責任者は、検収担当者を、予算責任者等を除く職員(派遣職員を含む。)から

任命する。 

２ 前項の定めにかかわらず、必要に応じて共同研究員等他の機関の者を検収担当者に任

命することができる。この場合においては、当該者の所属する機関の了解を得て行うもの

とする。 

３ 検収担当者が検収できる範囲は、第１１条に定める予算責任者等が契約できる少額な

契約とする。その他の契約については、事務局財務室の職員が検収するものとする。 

 

（立替払） 

第１６条 職員（派遣職員を含む。）が職務遂行のため、１０万円未満の範囲で物品の購入、

借入、請負、その他の契約を行い、代金を支払（以下「立替払」という。）ったときは、

予算責任者等の承認を得たものに限り、立替払を行った者（以下「立替払者」という。）

にその代金を支払うことができる。ただし、１０万円以上の立替払であっても、予め経理

責任者が認める場合は、その代金を支払うことができる。 

２ 立替払者は、立替払を行った日から原則として１４日以内に、領収書、その他支払の内

容を明らかにする書類を添付して、経理責任者に立替払請求を行わなければならない。 

３ 検収担当者は、立替払により代金が支払われた契約の検収については、当該支払の内容

を明らかにする書類に基づき検収するものとする。なお、この場合は、必要に応じ現物の

確認を行うものとする。 

４ 職員以外の者が財団から依頼を受けて財団の職務を行う場合は、予め予算責任者等が

経理責任者の承認を得たものに限り、第１項から前項までの定めを準用する。 

 

（法人カード） 

第１７条 職員（派遣職員を含む。）は、職務執行のために必要な消耗品の購入等に係る契

約において、財団がクレジットカード会社に申し込み発行された法人カード(以下「法人

カード」という。)を利用することができる。 

２ 法人カードの利用に関する取扱いは、経理責任者が定める。 

３ 法人カードを利用して購入等をした場合は、当該法人カード利用者が給付の確認を行

うものとする。 

４ 前項の場合は、事務局財務室職員が、クレジットカード会社が発行する利用明細書を照

査することにより給付の完了の検収を行うものとする。なお、この場合は必要に応じ現物

の確認を行うものとする。 



 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日より施行するものとする。 

附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


